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Summary
Thecurrentstudyexaminedtherelationshipbetweenunmetperceivedneedsoftheelderlyforsocial
participationandlifesatisfaction.Dataconcerning502adultsof65yearsoldandoverwereobtainedfromaself-
● ●●
questionnairesurveylnaruralareainMiyagiPrefecture.Inthisstudy,thequestionnairef♭rsocialpartlClpation
wascomposedof4items.andwemeasuredperceivedneedsandcurrentstatusofsocialparticipation.Multiple
regressionanalysesshowedthattheelderlywhohadunmetperceivedneedsf♭rsocialparticipationgeneralyhad
lowerlifesatisfaction,butamongtheelderlywhohadloweractivitylevelsofsocialparticipation,unmetperceived
●
needsforsocialparticipationwerenotslgnificantfactorsafectinglifesatisfaction.
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Ⅰ.研究の背景および目的
わが国では､長期化した高齢期を健やかで充実した生
活が送ることが可能な高齢社会の構築が求められてい
る｡これに対応した取り組みの1つが高齢者の社会参加
活動の促進であることは､老人福祉法における基本理念
(第二条､第三条)､高齢社会対策基本法､今後5か年間
の高齢者保健福祉施策の方向(ゴールドプラン21)によ
り把握することができる｡
高齢者の社会参加活動と健やかで充実した生活の関係
についての研究は､幸福な老いに関する研究の中にみら
れる｡ RoweとKahnは､幸福な老いの主な構成要素の1
つとして社会的活動や生産的な活動にかかわる生活をあ
げている1)｡幸福な老いは､モラールや生活満足度など
(1)
の操作的概念によって測定されるようになり､また､活
動理論2)や離脱理論3)を実証するために､幸福な老いと
社会的活動の関連についての研究が多数行われた｡
Larsonは､幸福な老いを測定する自記式の尺度を総称
して主観的幸福感(subjective wel-being)と呼び､過
去30年間の主観的幸福感に関する主要な研究をレビュー
しており､社会的活動と主観的幸福感の関係について､
概して､0.1-0.3程度の正の相関があることを指摘して
いる4)0
しかしながら､従来の研究は社会参加活動における活
動の有無あるいはその程度と主観的幸福感の関係を取り
扱ったものであり､高齢者自身の活動に対する意向が充
足されているのかどうかという観点に立脚して主観的幸
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福感との関係を検討した研究は極めて少ない｡活動の有
無やその程度などの客観的な状況だけではなく､高齢者
自身の主観的な意向やその充足という観点にも着目した
研究を行っていく必要があり､その理由を以下に述べる｡
第1に､2001年に閣議決定された高齢社会対策大綱で
は､横断的に取り組む課題の1つとして多様なライフス
タイルを可能にする高齢期の自立支援をあげており､そ
の中で｢高齢者が様々な生き方を主体的に選択すること
ができるよう､配慮するものとする｣と示されているこ
と｡ 第2に､高齢者自身の社会参加活動に対する意向や
意欲といったものを把握してそれに対応することは､高
齢者自身の生きがいに結びつく活動に対する支援をより
効率的に推進できると思われること5)｡第3に､より良
い高齢社会を構築していくためには､活動する意向があ
る高齢者に対してその思いを充足していく必要があるこ
と6)｡第4に､高齢者の社会参加活動といった領域に限
らず､人を支援していく際には､支援する立場である専
門家の視点だけではなく支援される人の視点にも注目す
る必要性が指摘されていること7~10)｡これに関して､社
会福祉領域では､1997年以後､本格的な検討が始まった
社会福祉基礎構造改革における理念の1つとして利用者
本位ということが強調されており1)､また､ソーシャル
ワークの｢クライエントがいるところから始める｣とい
う基本的な原則12)が示されている｡ 第5に､活動欲求の
充足や生活様式の選好が実際と合致することは主観的幸
福感を高めるという指摘13)14)がみられるが､社会参加活
動と主観的幸福感の関係においてこれを取り扱った実証
的な研究が非常に少ないことがあげられる｡
以上に示したことから､社会参加活動と主観的幸福感
の関係を検討した研究が行われているが､活動意向の充
足に着目してこの関係を取 り扱った研究は進んでおら
ず､今後進めていく必要がある｡ そこで本研究では､在
宅高齢者の社会参加活動に対する活動意向の充足状況と
主観的幸福感の関係を明らかにすることを目的とした｡
その際､主観的幸福感の測定には生活満足度尺度を使用
した｡
Ⅰ.研究方法
1. 調査方法と分析対象寺
本研究の調査は､宮城県の農村部であるA地域8町の
在宅高齢者1,575人を対象に､自記式調査票を用いた郵
送調査により実施した｡高齢者本人が障害等の理由で回
答できない場合には､その家族等に代理回答を求めた｡
調査期間は1999年1月から2月までであった｡
調査対象となった1,575人は､研究協力が得られたA地
(2)
域の保健福祉機関が把握していた在宅高齢者で､半数が
ADL自立の者､残りの半数がADL非自立の者から構成
されているものであった｡A地域8町の65歳以上人口は､
平成12年国勢調査のデータによると18,710人(高齢化率
26.5%)であったため､本研究の調査対象者は､当時の
A地域8町の高齢者の8%程度であったことになる｡ 調
査の結果､有効回答数は1,136人(72.1%)であった｡こ
のうち､①65歳以上であること､②代理回答ではないこ
と､③調査項目のうち､年齢､性別､社会参加活動の項
目に欠損値のないこと､④生活満足度(LSIK)を構成す
る9項目のうち欠損値が1項目以内であることという4
つの条件を満たす者のみを抽出した｡上記の②の条件を
設定した理由は､本研究の主要な着眼点の1つは主観的
な側面である社会参加活動における活動意向であるた
め､代理回答のデータを用いるのはふさわしくないと判
断したためであった｡また､④の条件を設定した理由は､
分析対象者数の減少を防ぐためであった｡これらの手続
きにより､本研究の最終的な分析対象者は502人となっ
た｡
なお､調査の際は､調査対象者に対し､協力依頼文書
にて回答の強制を行っていないことを示した｡また､協
力が得られる場合は､調査票を無記名の状態で同封した
返信用封筒により返送するよう依頼した｡以上の理由に
より､本研究における倫理的な問題点はないと判断した｡
2.調査項目および変数
1)高齢者の特性に関する変数
高齢者の特性に関する変数は､年齢､性別､家族形態､
IADL､暮らし向き自己評価について尋ねた｡IADLは､
細川他の拡大ADL尺度を構成するIADL項目群を用いた
15)16)｡具体的には､食事の用意､預貯金の出し入れ､日
用品の買い物､遠方外出の4項目について尋ね､各項目
について､｢できる｣という回答に1点､｢できない｣に
0点を付与して単純加算し､4点滴点を自立とする得点
を作成 した｡ IADLの信頼性 (内的一貫性)を示す
Cronbachのα値は0.79という数値が得られ､信頼性が
確認された｡暮らし向き自己評価は､上､中の上､中の
下､下の上､下の下という5つの選択肢で回答を求めた｡
なお､分析対象者の特性は､表1に示した｡
2)社会参加活動
社会参加活動の測定は､社会参加活動における活動意
向(以下､活動意向とする)と実際の活動状況(以下､活
動状況とする)の2側面をそれぞれ捉えた｡社会参加活
動の調査項目は､筆者を含む本研究の研究班(高齢者サ
ービス事業研究会17)で先行研究を検討し､最終的に､
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松原18)の研究を参考にすることとした｡具体的には､松
原が示した側面を用いて､社会的な側面として｢集まり
等への参加｣､文化的な側面として｢趣味や娯楽｣と｢社
表1 分析対象者の特性
年齢 (裁) 73.5(±6.3)
(平均年齢±S.D.)
悼 209(4.1.6)男性
家族形態 29(5.9)独居
夫婦のみ 72(14,7)
夫婦と未婚の子ども 50(10.2)
夫婦と既婚の子ども (夫婦) 61(1.2.4)
三世代家族 178(36.3-)
上記以外 1.0,1(20.6)
暮らし向き自己評価 14(2.9)上
中の上 126(26.0)
中の下 204(42.1)
下の上 100(20.6)
下の下 41(8.5)
ⅠADLの平均得点 (±S.D｣) 3.0(±1.3)
項日ごとに欠損値のある者は除外 した｡
会の出来事 (ニュース)の把握｣､生産的な側面として
｢仕事｣という4項目を設定した｡高齢者の社会参加活
動に職業労働を含めるかどうかは研究により様々である
が､高齢社会対策基本法の基本理念に｢国民が生涯にわ
たって就業その他の多様な社会的活動に参加する機会が
確保される公正で活力ある社会｣(第二条の-)と示され
ていること､社会活動の概念に仕事を含んでいる実証的
な研究19-21)がいくつかみられること､調査対象地域が農
村部であるため高齢になっても農業に従事している者が
少なくないことから､本研究では仕事を含めることとし
た｡
.活動意向の測定は､4項目それぞれについて､そのよ
うな活動をしたいと思うかどうかを尋ね､｢そう思う｣
と｢そう思わない｣という2つの選択肢で回答を求めた｡
そして､｢そう思う｣という回答に1点､｢そう思わない｣
に0点を付与して単純加算し､得点が高いほど活動意向
が強いことを示すようにした｡活動状況の測定は､4項
目それぞれについて､現在そのような活動を行っている
かどうかを尋ね､｢している｣､｢していない｣という2
つの選択肢で回答を求めた｡そして､｢している｣とい
う回答に1点､｢していない｣という回答に0点を付与
して単純加算し､得点が高いほど活動が活発であること
を示すようにした｡活動意向のCronbachのα値は0.70
という数値が得られたため､信頼性を有すると考えた｡
活動状況のCronbachのα値は0.57であり高いとはいえ
(3)
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ない数値であった｡そのため､主成分分析を行った結果､
第1主成分によって全体の変動の44.1%が説明され､第
1主成分に対する各項目の負荷量がすべて0.4以上であ
った｡これらのことから､信頼性はある程度確保されて
おり､分析に用いても大きな問題はないと判断した｡妥
当性に関しては､複数の研究者およびA地域の保健福祉
機関職員のレビューを受け､必要に応じて修正を行った
ため､少なくとも内容妥当性があると考えた｡以上のこ
とから､社会参加活動の測定については､信頼性と妥当
性を有し､調査項目として適切なものであると判断した｡
3)社会参加活動における活動意向の充足状況
社会参加活動における活動意向が充足されているかど
うかを示すために､先行研究6)にしたがって､活動意向
と活動状況の変数を用いて｢活動意向の充足状況｣とい
う変数を作成した｡具体的には､活動状況の得点が活動
意向の得点に満たない者を活動意向が充足されていない
者とみなして｢活動意向未充足者｣とし､また､活動状
況の得点が活動意向の得点以上の者を活動意向が充足さ
れている者とみなして｢活動意向充足者｣とした｡そし
て､活動意向未充足者に0､活動意向充足者に1を付与
したダミー変数を作成し､この変数を｢活動意向の充足
状況｣と名付けた｡
4)生活満足度
生活満足度の測定は､生活満足度尺度K(LSIK)2-24)を
用いた｡この尺度は9項目で構成されており､得点が高
いほど生活満足度が高いことを示す｡欠損値が1項目の
みであった対象者については､回答傾向に基づき推定値
を算出(推定値-得点×9/8)して分析に加えた25).
3.分析方法
他の変数の影響を取り除いたうえで､社会参加活動に
おける活動意向が充足されているかどうかと生活満足度
の関連を検討するために､生活満足度を従属変数とし､
活動意向の充足状況を独立変数とする重回帰分析を行っ
た｡なお､統制変数として､年齢､性別､家族形態 1､
家族形態2､IADL､暮らし向き自己評価を用いた｡性
別は､男性をO､女性を1とするダミー 変数とした｡家
族形態については､2つのダミー変数を用いた｡その際､
｢独居｣と｢夫婦のみ｣以外のカテゴリーは､｢その他｣と
いうカテゴリーにまとめた｡そして､家族形態 1は､
｢独居｣という回答に1､｢夫婦のみ｣と｢その他｣に0を
付与し､家族形態 2は､｢夫婦のみ｣に1､｢独居｣と
｢その他｣に0を付与した｡暮らし向き自己評価は､｢上｣
という回答に5､｢中の上｣に4､｢中の下｣に3､｢下の
上｣に2､｢下の下｣に1を付与した｡
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重回帰分析は､分析対象者を全数として行った後､分
析対象者を活動状況の程度別に分類 し､活動状況が中位
群の者および低位群の者に限定した重回帰分析 もそれぞ
れ行った｡その理由は次の通 りである｡ 先述 したように､
本研究で設定した活動意向の充足状況という変
数を作成する際､活動意向未充足者は活動状況
の得点が活動意向の得点に満たない者 と定義 し
た｡そのため､活動状況の得点が満点 (4点)の
者の中には活動意向未充足者が存在 しないこと
になる｡ 社会参加活動が活発である者は生活満
足度が高 くなる傾向があるため 4'､活動意向未
充足者が存在 しない活動状況の得点が満点であ
る者も含めて分析すると､活動意向の充足状況
を示す変数の影響が過大に評価 されることが考
えられる｡また､活動状況の程度別に分析する
足状況 (β-0.158)の 2変数であった｡また､活動低位
群を対象 として重回帰分析を行った結果､生活満足度に
有意な関連がみられた要因は､IADL(β-0.243)のみで
あった (表 4)｡
表4 全数および活動状況別の活動意向の充足状況と生活満足度の関逮(重回帰分析結果)
全教_(n=461) 活動中位群(n=223) 活動低位群(n芦94)
標準碑回帰擁数(.β) 棲準偏回帰係数(β) 療準偏回帰係数 (β-)
年齢 -.002 -.046 .155
性別(女性ニ1) -.029 -.029 iO95
家族形感l(独居=1) .057 .061 -.096
家族形懸2(夫婦のみ=1) .010 .078 -.134
ⅠADL .212… .0159 .243●
碁ちし向き自己評価 .305… .362… .206
i舌動意向の充足状況.(充足=1) .173.～+ .158+ .046
欠損値がある者は除外して分析した｡
♯pく.05.州pく.01.小仰pく.001
家族形懲 1(0-その他･夫婦のみ世帯､1-独居世帯) 家族形態2(0-その他･独居世帯､1=夫婦
のみ世帯)
ことにより､活動状況をある程度コントロールしたうえ
での分析結果が得 られるという利点 もある｡ そこで､活
動状況得点が4点の者を活動高位群､ 2-3点の者を活
動中位群､0-1点の者を活動低位群と分類 し､そのう
ち､活動意向未充足者が存在 しない活動高位群以外の活
動中位群､活動低位群それぞれにおいて重回帰分析を行
った｡
Ⅲ.結果
社会参加活動の各変数の基礎統計量は表 2に示 した｡
また､全数および活動状況別の活動意向の充足状況は､
表 3の通 りである｡
重回帰分析の結果は､第 1に､分析対象者を全数とし
て分析を行った結果､生活満足度に有意な関連がみられ
た要因は､IADL(β-0.212)､暮 らし向き自己評価 (β
-0.305)､活動意向の充足状況 (β-0.173)の 3変数であ
った (表 4)｡第 2に､活動中位群を対象 として重回帰
分析を行った結果､生活満足度に有意な関連がみられた
要因は､暮 らし向き自己評価 (β-0.362)､活動意向の充
表2 社会参加活動の各変数の基礎統計量
平均値 (±S.D.)
活動意向 3.10(±1.19)
活動状況 2.61(±1.22)
各変数の得点範囲は0-4点である｡
表3 全数および活動状況別の活動意向の充足状況 人 (%)
活動意向の未充足の有無
活動意向未充足者 活動意向充足者
全数(n=502) 197(39.2) 305(60.8)
活動中位鍵(∩-243) 137(56.4) 106(43.6)
横軸を 100.0%としているO
(4)
以上のように､分析対象者を全数とした場合､活動意
向が充足されていない者は生活満足度が有意に低 くなっ
ていた｡また､活動状況の程度別にみた場合､活動意向
が充足されていない者は､活動中位群では生活満足度が
有意に低 くなっていたが､活動低位群においては生活満
足度との有意な関連はみられなかった｡なお､重回帰分
析の結果すべてにおいて､VIFの値が最も高いもめでも
1.211となってお り､それぞれの独立変数間に多重共線
性の問題はないことが確認された26)｡
Ⅳ.考察
分析対象者を全数として分析 した結果､活動意向が充
足 されていない者は生活満足度が有意に低 くなってい
た｡活動欲求が満たされていることや生活様式の選好が
実際と合致することは主観的幸福感の向上に寄与すると
いう指摘があることから13)14'､この結果は妥当なものと
考える｡ しかしながら､この全数を対象とした分析結果
を解釈する際には､分析方法の部分で述べたように､活
動意向未充足者が存在 しない活動状況の得点が満点 (4
点)の者が含まれていることに留意する必要がある｡ 社
会参加活動を行っている者は生活満足度が高 くなる傾向
が指摘されていることか ら4)､全数のうちの29.9%に達
している活動状況の得点が満点の者が､この分析結果を
過大に評価するような影響を与えた可能性がある｡
活動状況の程度別に分析 した結果､活動中位群では活
動意向が充足されていない者は有意に生活満足度が低 く
なっていたが､活動低位群では活動意向の充足状況 と生
活満足度との有意な関連はみられなかった｡このことは､
活動中位群 と活動低位群は特性が異なった集団であった
ためであることが考えられる｡ Maslowは欲求階層説27)
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を示したが､日常生活における様々な事柄についても同
様に､生活していく上での必要の程度や優先の程度とい
う観点からのある程度の階層(以下､階層とする)が存
在すると思われる｡総務省の｢社会生活基本調査｣では､
生活時間を生理的に必要な1次活動､社会生活を営む上
で義務的な性格の強い2次活動､自由に使える3次活動
と3分類して捉えていることからも28)､このような階層
の存在は首肯できる｡ その階層の中で､社会参加活動は
比較的高次の階層に位置し､それよりも基本的な階層に
位置する事柄がある程度充足されないと社会参加活動は
活発に行われにくいことが考えられる｡
具体的には､活動中位群と比較して活動低位群の方が､
第1に健康状態が悪化している者が多いこと､第2に家
庭の事情などにより義務的な性格の強い事柄に追われて
いる生活状況である者が多いことと考える｡義務的な性
格の強い事柄とは､介護や家事などが例としてあげられ
る28)｡第1の健康状態に関して､RoweとKahnは､幸福
な老いを構成する3つの要素はある程度の階層を成して
おり､｢社会的活動や生産的な活動にかかわる生活｣と
比較して｢疾病や障害が少ないこと｣や｢身体 ･認知機能
が良好なこと｣という要素の方が基本的な階層に位置す
ることを示している1)｡また､旧総務庁の｢高齢者の地
域社会への参加に関する意識調査｣(1998年)によれば高
齢者が活動に参加しなかった理由の中で｢健康 ･体力に
自信がないから(年をとっているから)｣という回答が非
常に多いこと29)､健康は様々なことを行うための手段で
あること30'､健康を示す指標の1つである活動能力が低
い者は社会参加活動が活発ではないこと31)が報告されて
いる｡本研究の分析対象者に関しても活動状況の程度別
に健康の指標の1つであるIADLを確認したところ､活
動低位群の方が活動中位群と比較してIADLが有意に低
くなっていた(t検定､p<.001)｡これらのことから､活
動低位群は､活動中位群と比較して健康状態が悪く､そ
のことに気を配る必要があったり受診していたり､他の
ことを行う身体的､精神的な余裕がないという生活状況
が考えられる｡そのために､健康状態に配慮することよ
りも高次の階層に位置する社会参加活動に関して､その
意向の充足状況が生活満足度と有意な関連を示す水準に
達していなかったことが推察される｡
第2の家庭の事情に関することについて､先述した旧
総務庁の調査によれば､高齢者が活動に参加しなかった
理由の中で｢家庭の事情(病人､家事､仕事)があるから｣
という回答も多いことが報告されている29)｡健康状態が
悪化していない者でも､社会参加活動よりも基本的な階
層に位置する家庭の事情などによる優先されるべき事柄
(5)
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があるために､社会参加活動意向の充足状況が生活満足
度に関連するような水準に達していないような生活状況
であったのではないかと考える｡本研究では､義務的な
事柄に生活が追われて時間的余裕がないかどうかを把握
できる調査項目がなかったため､今後の研究で検討をし
ていく必要がある｡また､本研究では､社会参加活動を
構成する項目の中に｢仕事｣を含んでいる｡高齢期にお
ける仕事については､主に､生きがいのための就労と生
計を維持するための仕事がある31)｡後者の意味の仕事は､
社会参加活動を構成する他の項目と比較して､生計を維
持するためにしなければならないという義務的な性格が
強く､より基本的な階層に位置すると考えられる｡よっ
て､生計を維持することを目的とした仕事を除外した社
会参加活動の概念を用いて検討していくことも今後の課
題といえよう｡
V.まとめと今後の課題
本研究では､在宅高齢者を対象にして社会参加活動に
対する活動意向の充足状況と生活満足度の関連を検討し
た｡本研究の結果､概して､社会参加活動に対する活動
意向が充足されていない者は生活満足度が低くなってい
た｡しかし､活動状況別にみると､活動が活発ではない
者については活動意向の充足状況と生活満足度の関連は
みられなかった｡
本研究の結果から､高齢者の社会参加活動に関する支
援の際には､活動に対する意向を充足しやすいような環
境を整備し､より多くの者が社会参加活動にかかわれる
ようにしていくことが求められる｡しかし､活動意向が
充足されて生活満足度が高くなる者はある程度限定的で
あるので､より効果的な支援を行っていくためには､高
齢者の個別的な生活状況やニーズを把握し､社会参加活
動ができるような生活状況がある程度整っている集団に
対して､まずは支援を行っていく必要がある｡
本研究の限界と今後の課題について､第1に､本研究
の対象者は特定地域の農村部在住の高齢者であった｡そ
のため､他地域や都市部においても本研究と同様の結果
が該当するかどうかは不明であるので､他地域や都市部
において同様の研究を行っていく必要がある｡また､調
査対象者は､当該地域の保健福祉機関が把握していた在
宅高齢者であるため､今後､無作為抽出された対象者を
用いた同様の分析が望まれる｡第2に､本研究では､調
査票における質問項目数の制約から､社会参加活動を4
つの項目という比較的少ない項目数で測定した｡そのた
め､今後質問項目数を増加させて､より精微に社会参加
活動という概念を捉えて研究を行うことや､包括的な社
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会参加活動という概念だけではなく､社会貢献の性格の
強い活動や個人的な趣味､仕事といった活動分野別の概
念を捉えて､同様の研究を行っていくことが必要である｡
第3に､本研究では､先行研究にしたがって､活動意向
と活動状況の変数を使用して計算して活動意向の充足状
況を示す変数を作成する方法をとった｡本研究で用いた
方法も､活動意向の充足状況を示す 1つの方法であると
考えるが､この変数がどの程度まで現実を捉えているの
かは不明である｡したがって､活動意向の充足状況を示
すさらなる望ましい方法があるのかどうかをさらに検討
していく必要があると考える｡
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